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Abstract
In France the two concepts concerning the third sector, namely social economy and 
solidarity economy have contended with each other during 1990s. But since the beginning of 
this century this strained relations have been abated between two camps, what is symbolized 
by the expression “social and solidarity economy”. This compromise was authorized by the 
framework law on the social and solidarity economy of November 2014. But still does exists 
the significant difference of approach between the two concepts. This article concentrates 
on this difference, on the assumption that what is at stake through the conceptualization 
of third sector is how we think of the relation between the state and the civil society. 
After working briefly on the “another enterprise” approach of social economy, we examine 
“another economy” or plural economy approach of solidarity economy. The dimension of 
social innovation diffusion process in the latter is underlined, which consists of concomitant 
socio-politico project, namely community reorganizing project on the one hand and deepening 
of democracy project on the other hand. The “a-capitalist enterprise” approach of social 
economy, because of the deficit of this dimension of diffusion process, couldn’t lead to “another 
economy” except the dominance of the whole economy by this type of enterprise, such as 




















ものとして位置付けられており（cf. ユヌス , M. （2010））、それは国家の撤退、市場社会の拡大
という大きなピクチャーの一つのピースを成している。
フランスでも 2001 年の法で「共同利益協同組合」が創設され、労働統合型に限定されない






















強された。1981 年に成立した社会党政権の下で、社会的経済の運動と連携した M. ロカール
国務大臣（国土整備・計画省担当）の強い要望で社会的経済省間委員会 DIES（Délégation 






















このような新しいイニシアチブを素材にして 80 年代末頃に現れる 3。政府の関心もこのような
アソシエーションに向かうようになっていった 4。 
第三に、上記の変化と連動して、省庁横断的性格を持っていた担当行政機関が、事実上、縦











Battesti, N. et al. （2013））

























釈しうる（cf. Gui, B.（1991）; Vienney, C.（1994））。社会的経済組織は、資本の結合体ではなく
人の結合体としての性格をもち、それとも関わって所有は共同の形を取り、個人的な投資収益





企業を定義しており、その意味で社会的経済論のアプローチの流れを汲む（cf. Defourny, J. et 


























早い事例では 1960 年代の末頃に兆しが現れ始め、本格的には 1980 年代の中頃から欧州各国
で社会サービスを中心とする分野で住民・市民によるさまざまな地域密着型の経済的取り組み

















き出されている（cf. 北島健一 （2007） ）。それは、当時登場しつつあった「近隣サービス」の「背




もの」（Laville, J.-L. （ed.） （1999） p.141）。この定義からして、それはコミュニティサービスと呼
んでよいだろう。
連帯経済の提唱者である J.-L ラヴィルや B. エムは 1990 年前後には、近隣サービス分野のさ
まざまな自発的な取り組みに共通する二つの特徴を以下のように定式化している（Laville, J.-L. 
























































































連帯経済と社会的経済（北島）政策科学 23 － 3, Mar. 2016
－ 22 －
トレード運動は価格を通じた取引ではあるが市場経済には還元できず 12、連帯経済論の射程に
入ることになる（cf. Gardin, L. （2014））。

















居場所の生産」（Eme, B. （1993） p.77）である。結論を先取りすれば、連帯経済は“コミュニティ
を基盤にしたコミュニティ形成の社会プロジェクト”でもある。
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and Goujon, D. （2011） ; Dacheux, É. and Goujon, D. （2013））。






















































を与えられ、「資本制交換によって支配されない市場」（Draperis, J.-F. （2009） p.30）をつくり
出すことができると論じる。つまり、「もう一つの企業」アプローチに立ち、市場そのもので





















＊　本研究は科学研究費補助金基盤研究 （C） （一般）「15K03970: 中山間地域における連帯経済を基盤と
した持続可能なコミュニティ福祉に関する調査研究」の成果の一部である。
1 別個に取りあげた文献として社会的経済については川口清史 （1994）、富沢賢次・川口清史 （1997）、連帯







2000 年 3 月に連帯経済担当副大臣が置かれたことで知れる（2000 年 3 月 27 日－ 2002 年 5 月 7 日）。
4 アソシエーションへの注目には、1901 年アソシエーション法制定の 100 周年記念という要素も働いてい
た。
5 2010 年 1 月には厚生省に新設された社会結束総局に完全に合体、吸収された。ただし、2012 年 5 月に再
び社会的・連帯経済担当大臣のポストが作られ、その所管は経済財政大臣とされた。
6 最も早いケースでは、ノール・エ・パドカレ地域圏議会が 1997 年に近隣サービスの振興計画を立てている。




8 たとえば、Baranzini, L. and Swanton, S. （2013）は、フランス語圏スイスの ESS 運動団体を事例にして、
運営基準の不十分さを、憲章の策定および署名によるそれへの賛同で補うことを提案している。
9 高齢者の在宅援助は、80 年代の半ば頃からそれまでの社会政策から雇用政策の下に位置付け直され再編




たと分析する（cf. Enjolras, B. and Laville, J.-L. （2001）；北島健一（2002））。
10 ちなみにポラニーは、物的財の生産と分配が非経済的な社会関係のなかに埋め込まれる場合には、その
経済活動の動機はさまざまなものとなること、あるいは混合的なものになることを指摘している（ポラン
ニー , K （2003）第 2 章参照）。






さを回避するという点で的確だろう（cf. Laville, J.-L. （1999） pp.169-170）。
14 参加者の発言を通した経済交換の調節は、イニシアチブの「周知（publicité）」を保障し、連帯経済の実
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